
 

所沢市競争入札参加者の資格等に関する要綱  

 

（趣旨）  

第１条  この要綱は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１

６７条の５第１項及び第１６７条の１１第２項の規定に基づき、市が発

注する建設工事その他の請負等の競争入札（一般競争入札及び指名競争

入札をいう。以下同じ。）に参加する者に必要な資格等について定める

ものとする。  

（参加資格）  

第２条  競争入札に参加することができる者は、競争入札の参加資格に関

する審査（以下「資格審査」という。）を受け、所沢市競争入札参加資

格者名簿（以下「資格者名簿」という。）に登載された者とする。  

２  前項の規定にかかわらず、一般競争入札において市長が特に必要があ

ると認めた場合は、資格者名簿に登載されていない者（次条各号のいず

れかに該当する者を除く。）であっても一般競争入札に参加することがで

きる。  

（資格審査を受けることができない者）  

第３条  次の各号のいずれかに該当する者は、資格審査を受けることがで

きない。  

⑴  地方自治法施行令第１６７条の４第１項（同令第１６７条の１１第

１項において準用する場合を含む。）の規定に該当する者  

⑵  地方自治法施行令第１６７条の４第２項（同令第１６７条の１１第

１項において準用する場合を含む。）の規定により市の競争入札に参加

させないこととされた者  

⑶  役員等が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法

律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員をい

う。）若しくは暴力団関係者（所沢市暴力団排除条例（平成２４年条例

第３２号）第３条第２項に規定する暴力団関係者をいう。）である者又

はこれらの者と関係が特に認められる者  

⑷  建設工事にあっては、次のいずれかに該当する者  

ア  建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項の規定による

許可を受けていない者  

イ  建設業法第２７条の２３第１項の規定による経営事項審査（以下

「経営事項審査」という。）を受けていない者  



 

⑸  建設工事以外にあっては、次のいずれかに該当する者  

ア  測量業にあっては、測量法（昭和２４年法律第１８８号）第５５条

第１項の規定による登録を受けていない者  

イ  建築設計業にあっては、建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第

２３条第１項の規定による登録を受けていない者  

ウ  ア及びイ以外にあっては、必要な許可若しくは登録を受けていない

者又は必要な届出をしていない者  

⑹  法人税、申告所得税、消費税又は地方消費税を滞納している者  

⑺  市税（所沢市税条例（昭和２５年告示第７６号）第３条に掲げる税

目をいう。以下同じ。）を滞納している者  

（資格審査の実施及び基準日）  

第４条  資格審査は、隔年度（西暦の偶数年の４月１日を含む年度をい

う。）に実施するものとする。ただし、本店又は契約権限を有する営業所

等を市内に有する者（物品等（建設工事、設計・調査・測量及び土木施

設維持管理以外の区分をいう。以下同じ。）に係る資格審査の申請をしよ

うとする者に限る。）、埼玉県電子入札共同システム（以下「共同システ

ム」という。）を利用する者又は市長が特に必要と認めた者の新規申請の

資格審査は、この限りでない。  

２  資格審査の基準日は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定め

る日とする。  

⑴  建設工事  申請時において有効な経営事項審査の審査基準日（当該

日が複数ある場合は、直近の審査基準日）  

⑵  設計・調査・測量、土木施設維持管理及び物品等  申請時直近の決

算日（決算手続が終了している場合に限る。）。ただし、成立したばかり

で決算が到来していない会社（商業登記簿の登記事項証明書で成立が確

認できる会社に限る。）については、会社成立の日とする。  

（資格審査の申請業種数等）  

第５条  資格審査を申請することができる業種数又は業務数は、次に掲げ

るとおりとする。  

⑴  建設工事  ５業種以内  

⑵  設計・調査・測量  ５業務以内  

⑶  土木施設維持管理  ４業務以内  

⑷  物品等  １０業種以内  

（資格審査の申請）  



 

第６条  資格審査を受けようとする者は、前条各号の区分に応じ、市長が

別に定める申請書（以下「資格審査申請書」という。）を、市長が別に定

める期日までに市長に提出しなければならない。ただし、市長が特別の

理由があると認めた者でその提出時期について指定を受けたものは、当

該指定期日までに提出するものとする。  

２  資格審査を受けようとする者は、資格審査申請書を提出する場合は、

申請の区分に応じ、別表に掲げる書類を添付しなければならない。  

３  前条第１号から第３号までの区分について新規申請又は更新申請をし

ようとする者は、共同システムを利用して市長に申請しなければならな

い。  

（資格審査及び格付）  

第７条  建設工事については、建設業法第２７条の２７に規定する経営規

模等評価の結果通知及び市長が別に定める項目に基づき審査し、適格と

認められた者については、Ａ級、Ｂ級及びＣ級の３級に区分して格付を

行うものとする。  

２  建設工事以外については、次に掲げる項目の審査を行うものとする。  

 ⑴  技術職員数（物品等を除く。）  

 ⑵  代理店（物品等における販売に限る。）  

 ⑶  経営の状況  

（資格審査の結果の公表）  

第８条  市長は、前条の規定による資格審査の結果が確定した場合は、そ

の内容を公表するものとする。  

（資格者名簿への登載）  

第９条  市長は、第７条の規定により資格審査を受けた者のうち、適格と

認められた者を資格者名簿に登載するものとする。  

（参加資格の有効期間）  

第１０条  新規申請による資格審査を受けた者に係る参加資格の有効期間

は、資格者名簿に登載された日から、その直前の更新申請による参加資

格を受けた者に係る参加資格の有効期間の末日までとする。  

２  更新申請による資格審査を受けた者に係る参加資格の有効期間は、資

格者名簿に登載された日から次期の定期の資格者名簿に登載される日ま

でとする。  

（変更等の届出）  

第１１条  資格審査の申請をした者は、資格審査申請後、次に掲げる事項



 

に変更があった場合は、直ちに市長が別に定める変更届（以下「競争入

札参加資格者変更届」という。）に関係書類を添えて市長に提出しなけれ

ばならない。ただし、共同システムを利用して変更する事項について

は、競争入札参加資格者変更届の提出を省略することができる。  

⑴  商号又は名称  

⑵  所在地、電話番号又はファクシミリ番号  

⑶  代表者又は代表者の役職名  

⑷  代理人（新たに選任した場合を含む。）又は代理人の役職名  

⑸  代理人を置く営業所の名称、所在地、電話番号又はファクシミリ番号  

⑹  資本金額  

⑺  許可を受けた業種  

⑻  実印又は使用印  

⑼  中小企業等協同組合（中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８

１号）第３条に規定する中小企業等協同組合をいう。以下同じ）等に

あっては、その役員又は組合員（資格者名簿に登載されている者に限

る。）  

２  資格審査の申請をした者は、次の各号のいずれかに該当することとな

った場合は、直ちに関係書類を添えて書面により市長に届け出なければ

ならない。  

⑴  第３条第１号に該当する者となった場合  

⑵  死亡（法人においては、解散）した場合  

⑶  営業停止命令を受けた場合  

⑷  営業の休止又は廃止があった場合  

⑸  金融機関に取引を停止された場合  

⑹  官公需適格組合の証明を受けた中小企業等共同組合等として資格審

査を申請した者が官公需適格組合の証明を受けられない者となった場合  

⑺  会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定に基づく更生手続

開始の申立てを行った場合、更生手続開始の決定があった場合又は更生

計画の認可がなされた場合  

⑻  民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定に基づく再生手続

開始の申立てを行った場合、再生手続開始の決定があった場合又は再生

計画の認可がなされた場合  

（参加資格の承継）  

第１２条  事業譲渡、合併等により資格審査の申請をした者から当該営業



 

の一切を承継した者は、市長が別に定める競争入札参加資格承継審査申

請書に関係書類を添えて市長に提出しなければならない。  

（参加資格の抹消）  

第１３条  市長は、資格者名簿に登載された者が次の各号のいずれかに該

当する場合は、その者を当該資格者名簿から抹消するものとする。  

⑴  第３条第１号から第３号までの規定に該当する者となった場合  

⑵  許可又は登録を必要とする業において、許可又は登録の更新を受け

なかった場合  

⑶  許可の取消し又は登録の消除若しくは抹消を受けた場合  

⑷  営業を廃止した場合  

⑸  申請内容に虚偽があった場合  

⑹  主要取引金融機関に取引を停止された場合  

⑺  抹消の申出があった場合  

⑻  市税の滞納があった場合  

２  市長は、資格者名簿に登載された者が第１１条第１項の規定による届

出又は同条第２項の規定による同項第３号に掲げる事項若しくは営業の

休止の届出を怠った場合は、その者を資格者名簿から抹消することがで

きる。  

３  市長は、資格者名簿に登載された経常建設共同企業体が次の各号のい

ずれかに該当する場合は、その経常建設共同企業体を当該資格者名簿か

ら抹消するものとする。  

⑴  その構成員が前２項の規定により抹消された場合  

⑵  第１６条第１項第１号又は第３号に掲げる要件を欠いた場合  

（建設工事の指名業者の選定）  

第１４条  建設工事の競争入札に関し指名する業者の選定については、別

に定める業者選定基準によるものとする。  

（官公需適格組合）  

第１５条  建設工事に係る中小企業等協同組合等のうち、官公需適格組合

の証明を受けた中小企業等協同組合等は、資格審査申請書に別表に掲げ

る書類のほか次に掲げる書類を添付し、市長に提出しなければならな

い。  

⑴  官公需適格組合証明書の写し  

⑵  ５以内の組合員の経営事項審査結果通知書の写し  

⑶  官公需適格組合資格審査数値計算表  

http://sprb.legal-square.com/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://sprb.legal-square.com/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView


 

（経常建設共同企業体）  

第１６条  建設工事に係る経常建設共同企業体の資格審査の申請は、次に

掲げる要件を満たす場合でなければすることができないものとする。  

⑴  構成員は、資格者名簿に登載された建設業者であること。  

⑵  構成員は、２業者であること。  

⑶  資格審査を申請する建設工事の種類は、全ての構成員が単独業者と

して資格者名簿に登載された建設工事の業種であること。  

⑷  構成員の級別格付は、同級又は１級差であること。  

⑸  構成員の組合せは、経常建設共同企業体としての級別格付が構成員

各個の格付に対して、同格のもの又は昇格するものであること。  

⑹  構成員は、市内に本店を有する業者を含むこと。  

２  構成員は、同一の建設工事の種類について他の経常建設共同企業体の

構成員となれないものとする。  

３  中小企業等協同組合等は、経常建設共同企業体の構成員となれないも

のとする。  

４  経常建設共同企業体の資格審査の申請は、共同企業体資格審査申請書

に次に掲げる書類を添えて行うものとする。  

⑴  経常建設共同企業体協定書  

⑵  経常建設共同企業体協定書第８条に基づく協定書  

⑶  各構成員の経営事項審査結果通知書の写し  

⑷  各構成員の代表者身分（元）証明書（個人の場合に限る。）  

⑸  委任状（代理人を置く場合に限る。）  

⑹  各構成員の工事経歴書  

５  経常建設共同企業体の代表構成員は、資格審査申請後第１１条第１項

各号に掲げる事項に変更があった場合は、直ちに競争入札参加資格者変

更届に関係書類を添えて市長に提出しなければならない。  

（資料提出等の請求）  

第１７条  市長は、資格審査に関し必要がある場合は、この要綱に定める

もののほか、その都度、資料の提出若しくは提示又は説明を求めること

ができる。  

（その他）  

第１８条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に市長が定め

るものとする。  

 



 

附  則  

１  この要綱は、昭和６４年１月１日から施行する。  

２  所沢市建設工事その他の工事の請負の指名競争入札に参加する者に必

要な資格等に関する件（昭和５５年告示第１号。以下「旧告示」とい

う。）は、廃止する。  

３  この要綱の施行の際、現に旧告示第２の資格審査を受けている者は、

第７条の資格審査を受けた者とみなす。  

附  則  

この要綱は、平成２年７月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は、平成３年１月１日から施行する。  

附  則  

（施行期日）  

１  この要綱は、平成８年１２月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  この要綱による改正後の所沢市指名競争入札参加者の資格等に関する

要綱の規定は、平成９・１０年度指名競争入札の資格審査に係る申請か

ら適用し、７・８年度指名競争入札の資格審査に係る申請については、

なお、従前の例による。  

附  則  

（施行期日）  

１  この要綱は、平成１０年１２月１０日から施行する。  

（経過措置）  

２  この要綱による改正後の所沢市指名競争入札参加者の資格等に関する

要綱の規定は、平成１１・１２年度指名競争入札の資格審査に係る申請

から適用し、９・１０年度指名競争入札の資格審査に係る申請について

は、なお、従前の例による。  

附  則  

（施行期日）  

１  この要綱は、平成１２年１２月５日から施行する。  

（経過措置）  

２  この要綱による改正後の第６条第２項の規定は、平成１３・１４年度

指名競争入札の資格審査に係る申請から適用し、平成１１・１２年度指

名競争入札の資格審査に係る申請については、なお従前の例による。  



 

附  則  

１  この要綱は、平成１４年１２月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  この要綱による改正後の第６条第２項の規定は、平成１５・１６年度

指名競争入札の資格審査に係る申請から適用し、平成１３・１４年度指

名競争入札の資格審査に係る申請については、なお、従前の例による。  

附  則  

（施行期日）  

１  この要綱は、平成１６年１２月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  この要綱による改正後の所沢市指名競争入札参加者の資格等に関する

要綱の規定は、平成１７・１８年度指名競争入札の資格審査に係る申請

から適用し、平成１５・１６年度指名競争入札の資格審査に係る申請に

ついては、なお、従前の例による。  

附  則  

（施行期日）  

１  この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  この要綱による改正後の所沢市指名競争入札参加者の資格等に関する

要綱の規定は、平成１９年度及び平成２０年度指名競争入札の資格審査

に係る申請から適用し、平成１７年度及び平成１８年度指名競争入札の

資格審査に係る申請については、なお、従前の例による。  

附  則  

（施行期日）  

１  この要綱は、平成２０年１０月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  この要綱による改正後の所沢市競争入札参加者の資格等に関する要綱

の規定は、平成２１年度及び平成２２年度指名競争入札の資格審査に係

る申請から適用し、平成１９年度及び平成２０年度指名競争入札の資格

審査に係る申請については、なお従前の例による。  

附  則  

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。  

附  則  

（施行期日）  



 

１  この要綱は、平成２８年９月８日から施行する。  

（経過措置）  

２  この要綱による改正後の所沢市競争入札参加者の資格等に関する要綱

の規定は、平成２９年度及び平成３０年度競争入札の資格審査に係る申

請から適用し、平成２７年度及び平成２８年度競争入札の資格審査に係

る申請については、なお従前の例による。  

（施行期日）  

１  この要綱は、令和２年１０月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  この要綱による改正後の所沢市競争入札参加者の資格等に関する要綱

の規定は、令和３年度及び令和４年度競争入札の資格審査に係る申請か

ら適用し、令和元年度及び令和２年度競争入札の資格審査に係る申請に

ついては、なお従前の例による。  

附  則  

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。  

 

 

 

 

別表（第６条、第１５条関係）  

添付書類＼申請区分 建設工事 設計・調

査・測量 

土木施設

維持管理 

物品等 

送付票 ○ ○ ○   

委任状（代理人を置く場合に限

る。） 

○ ○ ○ ○ 

印鑑証明書又はその写し       ○ 

使用印鑑届（市長が別に定める

もの） 

○ ○ ○ ○ 

身分（元）証明書又はその写し

（個人の場合に限る。） 

○ ○ ○ ○ 

登記されていないことの証明書

又はその写し（個人の場合に限

る。） 

○ ○ ○ ○ 



 

商業登記簿の登記事項証明書又

はその写し（法人の場合に限

る。） 

○ ○ ○ ○ 

建設業許可通知書又は許可証明

書の写し 

○    ○ 

建設業許可申請書及び営業所一

覧表の写し 

○       

経営事項審査結果通知書（総合

評定値通知書）の写し 

○       

役員及び組合員名簿（中小企業

等協同組合等の場合に限る。） 

○ ○ ○ ○ 

所得税、消費税及び地方消費税

の納税証明書又はその写し（個

人の場合に限る。） 

○ ○ ○ ○ 

法人税、消費税及び地方消費税

の納税証明書又はその写し（法

人の場合に限る。） 

○ ○ ○ ○ 

法人番号指定通知書の写し ○ ○ ○  

社会保険等（健康保険、厚生年

金保険、雇用保険）の加入確認

資料の写し 

○  〇  

障害者雇用に係る書類 ○ ○ ○  

ＩＳＯ認証取得登録証の写し（ 

認証取得している場合に限る。) 

○ ○ ○  

建設業労働災害防止協会加入証 

明書（加入業者の場合に限る。)

又はその写し  

○       

資格情報の写し ○       

登録情報の写し   ○     

※市税の納税証明書（滞納の額

がないことの証明をいう。）又

はその写し 

○ ○ ○ ○ 

※事業所の写真（全景、室内） ○ ○ ○   



 

※事業所の案内図 ○ ○ ○   

監理技術者の状況 ○       

財務諸表の写し  ○ ○ ○ 

契約実績表       ○ 

代理店証明書（物品の販売に限

る。） 

      ○ 

開業届出済証明書又はその写し

（個人の場合に限る。） 

      ○ 

印刷機材設置状況表（印刷に限

る。） 

      ○ 

備考 

※印は、市内に本店又は契約権限を有する営業所等がある事業所に限る。 

 

  



 

様式第 1 号 

 

所沢市登録番号         

 

競争入札参加資格者変更届 

 

年  月  日   

 

 (宛先)所沢市長 

 

               〒 

      所在地又は住所 

       (ふりがな) 

     商号又は名称 

     代表者役職名 

    代 表 者 氏 名 

 

 

   ・  年度 

建設工事 

設計・調査・測量 

土木施設維持管理 

物品等 

に係る競争入札参加資格に関し、下記 

 

のとおり変更があるので届け出ます。 

 

記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考：この変更届には、変更の事実を証する書類を添付すること。  

  

変更事項 変 更 前 変 更 後 変更年月日 

        

        

        

        

        



 

様式第 2 号 

 

競争入札参加資格承継審査申請書 

 

年  月  日   

 

(宛先)所沢市長 

 

         被承継者 所在地又は住所 

             商号又は名称              

代表者職・氏名          印  

 

            承継者 所在地又は住所 

                  商号又は名称 

代表者職・氏名          印  

             電話番号 

              FAX 番号 

 

 建設工事 

 設計・調査・測量 

 土木施設維持管理 

 物 品 等 

に係る  ・  年度競争入札参加資格を下記の理由に 

 

より承継したいので、別紙関係書類を添えて申請します。  

 

記 

 

 資格承継の理由 

 

 

 

 

 

※ この申請書には、営業の譲渡しを証する書類及び承継人の営業に係る許可等の証明書(写

し可)を添付すること。 

 


